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２０１１年度第1回運営委員会報告
味の素労働組合会議室で行われた標記委員会の報告を下記の通り致します。
（日  時）２０１０年１１月４日(木)　１５：４０－１６：４０
（出席者）金、江森、山本、山田（フード連合）、徳田、中野（UIゼンセン同盟）、小川、大谷（全国農団労）、田上、井土（サービス連合）、中田、高田（JCC事務局）、合計12名（敬称略）

報告事項

1． IUF三役会議報告

10月26-27日にスウェーデンのストックホルムにて三役会議が開催され、金IUF副会長（フード連合副会長・JCC議長）とJCC中田が出席した。会議の主なポイントは以下の通り。

· ニルソン会長より挨拶を兼ね、北欧の福祉社会モデルと労働運動について紹介された。

· 新規加盟組織の承認　事前に電子メールで確認されている組織について、あらためて承認が確認された。その他、承認保留組織、加盟費免除組織についても提案され、承認された。加えて、会員数を増やした組織が紹介され称賛が送られた。（ノルベルト氏の前回提案による。）一方で会員数を減少させている組織が多く、財政的にも問題を発生させている。

· GUFとの共同イニシアティブについて　ツーリズム（ITF、UNI）、航空ケータリング（ITF）、漁業（ITF）、その他との協働について紹介・報告され、承認された。一方でITUC、TUACに対しては、これまで同様大きな関心を持っていないことが示唆された。

· IUF地域活動の進展について　正式な報告の回ではないが、特徴的なものについて報告された。東欧・中央アジア（旧ソ連）モスクワ・コーディネーター（リカ・シェルシェコヴァ氏）の退職に伴い、モスクワ事務所を縮小した上で、本部書記局が（キリル・ブケトフ氏を中心に）連携し活動を継続すること、地域におけるジェンダーバランスの推進状況報告があった。

· スタッフに関して　スタッフの異動その他について提案通り承認された。書記局からは、プロジェクトにおける契約雇用など、不安定雇用のスタッフが増えていることに懸念が表明された。

· 会計報告・予算案　財政不足についての論議があり、人数の下方登録に対する規制の強化が表明される一方で、加盟費の値上げでは解決できないとの認識が示された。プロジェクト毎の受益者負担、特定組織からの追加負担などが示唆された。
　結論として各地域からの代表者による作業部会（6名程度）を設置し、財政改善策を作成し総会に提案することとなった。最初のマイルストーンは2011年3月の三役会への提案となる。

· IUF所有アパートの今後　2014年にジュネーブ市との契約が終わる。売却益は820万フランが見込めるが、より経済効果が高い民間賃貸物件として運用する方向での検討が承認された。

· IUFセクター活動及びTNC活動　各セクター、TNCの活動について報告され承認された。
· 世界総会前対策会議　2010年11月に総会対策のために書記局間での会議を実施する。議題と目的について承認された。

· 今後の日程　2011年秋の三役会は総会決議委員会としての役割を果たすため、決議案受理後の2012年2月15日以降に順延することが提案され、承認された。農業部門の運営委員会は本年12月から2011年初頭への順延となった。

· その他　ニルソン会長、オズワルド書記長共に再選に向けて出馬する意向が表明された。会長の再選は前回総会において変更された再選規定により可能となった。

【コメント・意見・質疑応答】

～IUF本部財政見直し関連～

· 日本は会費の適正な支払いに加え、世界でもアジア地区のみである地域活動基金への拠出、更には国際会議に積極的に参画するなど、会費以外での財政的貢献も高い。

· IUF本部からも、国や組織毎の貢献度をマッピングするとの方針が示された。

· 日本としてもある程度調査が必要と思われる。他のGUFや上部組織との会費の比較や日本組織の会費拠出状況など、基礎情報を得て提出したい。

· 最終的な合意には、活動の見直し、各組織からの適切な会費納入の徹底した上で、財務状況や不足金額や拠出額増額の根拠など、詳細なデータが示される必要がある。
· 今後情報を取りながら、日本としての意見を纏め、作業部会に伝えることとする。

～アパートの運営について～
· 去年までアパートは売却の方向で検討していたが、今回の三役会では賃貸での運用がより有利と判断された。スイスでは建物の資産価値は築年によっても低下しにくいようだ。
～会長・書記長の再選について～

· 再選の表明に当たり、日本としては事前の根回しを受けていない。他の組織に提案前に何らかの相談がなされていたかは不明。

2． NGOとの協働

(1) NGO-労働組合国際協働フォーラム

· HIV/AIDSグループは、グループ事務局を1年毎に各組織持ち回りとしているが、今年はIUF-JCCが事務局を降り、AAR（難民を助ける会）が担う。

· 12月1日の「世界エイズ･デー」に合わせて、エイズ活動パネル展を12月1日～12月15日の日程で総評会館1階ホールにて開催する予定。組合からは連合（ITUC）、PSI、ITF、ICEM-JAFの活動の紹介を依頼する予定。

· 今年のILO総会で採択された、HIVエイズに関する初めての国際労働基準となる「HIVおよびエイズと仕事の世界に関する勧告（第200号）」に関連したシンポジウムを12月15日（夕方）に開催する予定。参加者人数は60～80名程度を見込む。

(2) 児童労働ネットワーク（CL-Net）

· 10月29日、CL-Netの総会が総評会館にて開催された。①6月12日の「世界児童労働反対デー」に合わせたキャンペーンの実施、②キャンペーン･メインイベントの実施、③広報活動の強化、④児童労働ネットワークの参加団体の拡大と活性化、⑤国際的ネットワークの構築政策提言活動、⑥日本政府への政策提言、⑦研究会、⑧署名活動、⑨資金調達活動、９点を新年度の重点課題として採択し、積極的な活動展開を打ち出した。

· 児童労働撲滅署名　【20万36筆】10万人の目標に対し倍以上の結果。昨年は74,396筆、一昨年は12,004筆であり伸びも大きい。各省庁への署名提出を進めており、厚生労働省（小宮山副大臣）と外務省（伴野副大臣）へ提出済み。文部科学省は調整中。伴野副大臣より「しっかり取り組むことをお約束します」「日本がリードしていると各国から言われるようにみなさんと力を併せていきたい」といった力強いコメントが得られた。
3． 争議支援･連帯活動

【緊急行動要請】

· 10月22日、韓国のイ・ミョンバク大統領宛に、韓国政府が約束した労働法の国際基準化を順守し労働者の権利を尊重するよう、要請するレターを送った。

【個別争議対応】

· ハワイのパシフィック･ビーチ･ホテル（PBH）の争議　全国労働関係局（NLRB）が組合主張を全面的に支持する裁定を下した。ホテル側は一時その裁定に応じたかに見え、解雇した労働者を復職させるなどしたが、その後再び当該労働者や組合役員を不当な理由で解雇するなど、労働組合への攻撃と労働者の権利侵害が続けられている。これに抗議し、ITFにて日本の各組織のレターを取りまとめた上で、抗議文を送付する。

4． 各組織報告

· フード連合：11/5に第2回中執会を開催し春闘構想を討議する。連合の考え方を踏まえ、定昇以外に何らかの原資を確保する他、中小の支援も継続したい考え。11/30-12/1に春闘討論集会。TPPに対する考え方も中執会で纏めるが、拙速すぎるとの見方をしている。例外を認めない関税の撤廃は農業や食品産業への影響が大きすぎる。影響を回避する方策が求められる。
· UIゼンセン同盟：賃闘会議を経て25日の三役会と中執会という流れで概ねの方針を出し、12/1の政策フォーラムにて参加者約300名から意見を聞いて固めていく流れ。連合方針を踏まえ、一定の水準以上の組合は、定昇維持分に加え何らかの原資を確保する。水準に達していない組合については1％程度のベアを要求する。
　紳士服のアオキと闘っている。客観的に見ても明らかな不当労働行為。1600人の組合員が会社の工作により250に減少した。会社は「組合が悪いから脱退しているだけ」との主張を嘯いている。横浜中労委に申し立てを行っているが、会社が審問に応じない。最後の手段としては不買運動まで考えている。
· 全国農団労：10/16世界食料デーのキャンペーンを実施。チラシや地元農産物の配布など、飢餓撲滅、地産地消を推進した。TPPの件で明日閣僚に要請書を持っていく。国内対策を取らない間にこれを推進するのは拙速に過ぎる。TPP自体には反対しないが、あくまでもしっかりと準備してから進めるべきとの立場。春闘は来週の執行委員会で原案を議論。ベア要求を基本とした賃上げを求める考え。
· サービス連合：一部では秋闘に取り組んでいる。春闘で一時金を年間で決められなかった組合を中心に下期一時金、その他労働協約の改訂など。春闘は来週から業種部会の調整に入る。ホテル部会として11/12の要求基準検討委員会で原案をまとめ、11/26の4役・事務局会議で産別としての原案をまとめる。12/14の中執会で最終確認し1/28の中央委員会で決定。基本的に昨年同様の方針だが、情勢は少しずつ回復していることを念頭に置き、格差是正を前面に出して取り組む考え。

5． 今後の予定

· 11月9-12日：UNI世界大会、長崎

· A/P地域委員会：11月21-22日、香港

· ILO HRCTグローバル対話フォーラム：11月23-24日、ジュネーブ

· IUF　ホテル・観光部門運営委員会：11月26日、ジュネーブ

· 国際協働フォーラムエイズ活動パネル展：12月1日～12月15日、総評会館1階ホール

· 国際協働フォーラムHIV/AIDSシンポジウム：12月15日（予定）、総評会館
· 第2回JCC三役会・運営委員会：12月10日、全たばこ労働組合会議室
6． その他

【IUF／コカ・コーラ　ミーティング報告】
2010年10月12-13日に行われたIUF／TCCC会議の報告書を確認した。
協議事項

1． 地域委員会に向けて

(1) 議題項目に関して

日本から提起するべき問題はあるか。

· 議題の詳細が無いため、内容について現時点では特に無い。事務局には早期の議案内容提示が求められる。

· 日本として提起すべき問題については特に無いことを確認した。
(2) 本部執行委員の選出について

北東アジア地域選出の執行委員について、各国との調整にあたり日本としての基本的な考え方を纏める。

· 原則として、日本が調整することではなく、マ・ウエイ・ピン地域書記が責任を持つ役割である。

· 日本としての要望・主張は、日本が担う部分について現状通りの体制を維持することである。

· 女性役員の選出は現状が限界であり変更は困難。ジェンダーバランスの確保については、他の組織に委ねたい。

· 上記要望について変更の要請を受けた場合は、要請に応じて再検討する。
2． 第35回海外労働学校に関して

(1) プログラム案に関して

別紙プログラム案の通り、手配を進めている。業者は日本旅行に決めた。

(2) 募集に関して

過去5年間と同様、単組の参加者の上限を2名としたい。

(3) 今後の手続きに関して

12月10日：第3回運営委員会で募集要項の決定

1月中旬～2月末：募集期間

4月19日（月）：参加費の支払期限

5月11日（水）：事前勉強会

5月18-29日（日）：海外労働学校実施

3． その他

～JCCセミナーおよび勉強会のテーマについて～

· 三役会では、「世界エイズデーに合わせたHIV関連」「OECD多国籍企業ガイドラインの改訂関連」「IUF財政問題に関連した情報共有」などのテーマが提案された。

以上
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